











































































モデル、ないしは生産主義モデルである（Holliday,2000;	 Holliday	 and	 Wilding,	 2003;	 
Ramesh,2004;	 Jones,2001）。シンガポールが国民年金制度を内資動員に利用したのと同様
に、韓国でも社会保障政策は経済開発に利用された。また、経済開発に資さない政策の採



























































































































り 70 歳以上の生活保護者には月額 1 万ウォンの老齢手当が支給されてい
たが，1997 年に法律を改正し敬老年金とした上で，65 歳以上の生活保護
者と低所得高齢者に月額 2 万 6000 ウォンから 5 万ウォンが，年齢的に国
民年金に加入できない低所得者への補償措置として支給された。この仕組
みが 2008 年に基礎老齢年金として拡大され，無年金高齢者に対する無拠





















































































































































































因子分析の結果は表 2 の通りである。因子は 3 つ抽出された。第 1 因子
は所得格差の是正，地域間格差の是正，政治参加拡大，企業の社会貢献と
の間で係数が大きいので，主として経済政策に対する保守―進歩に関する























そうでなければ強調するであろう。K―JIGS2 では計 27 団体・組織との
関係を 7 点尺度で問うている。このうち，外国団体などを除き国内政策に
関連の深い 23 団体・組織との関係を因子分析してみたところ，表 4 のよ
うに 3 つの因子が抽出された。第 1 因子はプロシステム―アンチシステム
の軸で，第 2 因子は保守ー進歩，第 3 因子は地方行政の軸と解釈できる。
それぞれの因子につき福祉への関心別に強調―対立関係についてみるため

















































































































































































のリスクは高まっている。それ故、平均所得代替率を 1988 年当時 70％
であったものを 2008 年には 50％までさげ、将来的には 40％とするこ
とになった。
5）ただし、2010 年基準で、高齢者一人世帯だと 70 万ウォン以下、夫婦
だと 112 万ウォン以下、支給金額は一人だと月額 9 万ウォン以下、夫婦
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全国的中核関心団体 中核的関心団体 非中核関心団体 無関心団体
農林水産業団体 0.00 6.20 16.70 77.10 48 100.00%
経済・業界団体 2.10 0.00 8.30 89.60 48 100.00%
労働団体 0.00 0.00 40.00 60.00 20 100.00%
教育団体 0.00 3.80 19.20 76.90 26 100.00%
行政関係団体 0.00 16.70 25.00 58.30 24 100.00%
福祉団体 9.10 69.40 12.00 9.50 242 100.00%
専門家団体 0.00 5.60 16.70 77.80 18 100.00%
政治団体 0.00 0.00 50.00 50.00 4 100.00%
市民団体 4.70 14.00 24.30 57.00 107 100.00%
学術・文化団体 0.00 5.00 15.00 80.00 40 100.00%
趣味・スポーツ団体 3.20 16.10 16.10 64.50 31 100.00%
宗教団体 4.00 32.00 26.70 37.30 150 100.00%
マスメディア団体 0.00 0.00 0.00 100.00 3 100.00%
退職者団体 0.00 13.00 17.40 69.60 23 100.00%
地縁団体 4.70 11.60 11.60 72.10 43 100.00%
その他 4.50 32.10 17.90 45.50 134 100.00%
全体　　　　 度数 43 298 175 445 961 961
























































































































































































全国的中核関心団体 42 2.9 0.85
中核的関心団体 293 2.53 0.93
非中核関心団体 172 2.9 0.92
無関心団体 443 2.72 0.98
全体 950 2.7 0.96
表６　福祉政策に対する団体の影響力認識
順位 全国的中核関心団体 平均値 中核的関心団体 平均値
1 福祉団体 4.8 福祉団体 4.79
2 行政関係団体 4.11 市郡区 4.54
3 市郡区 3.91 広域市・道 3.85
4 市民団体 3.79 市民団体 3.66
5 専門家団体 3.63 宗教団体 3.64
6 広域市・道 3.39 青瓦台 3.63
7 宗教団体 3.38 中央政府 3.62
8 経済・業界団体 3.22 行政関係団体 3.6
9 マスメディア 3.22 自治会 3.54
10 与党 3.18 与党 3.47
11 大企業 3.18 マスメディア 3.42
12 労働団体 3.17 専門家団体 3.35
13 中央政府 3.17 教育団体 3.3
14 女性団体 3.15 女性団体 3.24
15 自治会 3.06 警察 3.12
16 教育団体 3.05 経済・業界団体 3.01
17 青瓦台 2.82 野党 2.99
18 裁判所（憲法裁判所等 2.82 労働団体 2.92
19 学術・文化団体 2.74 学術・文化団体 2.9
20 野党 2.65 趣味・スポーツ団体 2.8
21 警察 2.59 大企業 2.79
22 農林水産業団体 2.56 裁判所（憲法裁判所等 2.72
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福祉関心別分類 　度数 平均値 標準偏差




























































































































福祉関心別分類 　度数 平均値 標準偏差

















































42.17	 4.51	 11.77	 7.85	 14.66	 7.09	 12.7	 5.64	 
中核的関心団体	 21.9	 20.52	 5.56	 7.07	 7.86	 7.72	 20.64	 4.84	 
非中核関心団体	 38.73	 19.46	 11.12	 11	 9.71	 7.7	 17.96	 7.97	 
無関心団体	 41.23	 18.03	 18.36	 6.11	 12.53	 7.08	 13.54	 4.98	 





全国的中核関心団体 中核的関心団体 非中核関心団体 無関心団体
国政実施の成功 15.2 11.2 21.1 17.5 16.0
国政修正の成功 9.4 8.4 24.6 17.0 15.4
国政阻止の成功 11.4 10.5 20.7 13.1 13.7
自治体政策実施の成功 18.2 15.3 24.5 20.1 19.3
自治体政策修正の成功 19.4 17.9 32.2 19.8 21.6
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 11.77	 7.85	 14.66	 7.09	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非中核関心団体	 38.73	 19.46	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 17.96	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無関心団体	 41.23	 18.03	 18.36	 6.11	 12.53	 7.08	 13.54	 4.98	 
合計	 34.83	 18.44	 12.84	 7.37	 10.69	 7.39	 16.47	 5.51	 
	 
 
表 12　団体の構成 単位：％

